
 

上山市告示第５４号 

上山市産業人材市内誘導奨励金交付要綱を次のように定める。 

平成２９年３月３１日 

改正 

平成３０年３月２９日告示第４６号 

令和４年１月３１日告示第１１号 

令和５年３月２３日告示第７８号 

令和６年３月２６日告示第４３号  

 

上山市長 山 本 幸 靖 

 

 

上山市産業人材市内誘導奨励金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、産業人材の市内居住を誘導し、企業の市内拠点強化及び定住人口

の拡大を図るため、市内企業が求職者を正規労働者として新たに雇用又は非正規労働

者を正規労働者として転換し、加えて、市内定住に結び付ける取組に対し、予算の範

囲内で奨励金を交付することに関し、上山市補助金等の交付並びに適正化に関する規

則（昭和３７年規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか必要な事

項を定めることを目的とする。 

（奨励対象事業者） 

第２条 奨励金交付の対象となる事業者（以下「奨励対象事業者」という。）は、次の

いずれにも該当する者とする。 

（１） 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業

で、別表第１に掲げる業種を主たる事業として営む者。ただし、市の誘致に

より市外から新たに進出した別表に掲げる業種を営む者以外の者であって、

操業から３年経過していない者は、この限りでない。 

（２） 市内に本社又は事業所を有する者 

（３） 前年度の１０月１日以降に事業主の都合による解雇を行っていない又はそ

の予定のない者 

（４） 次条に規定する対象労働者を６月以上雇用した者 

（５） 市税を完納している者 

（６） 前年度の１０月１日から申請日までの間に退職した４０歳未満の従業員の

数が、別表第２に規定する人数に満たないこと。 

 （奨励対象事業） 

第３条 奨励金交付の対象となる事業は、奨励対象事業者が次の各号に掲げる枠におい

て、そのすべての要件に該当する労働者（「対象労働者」という。以下同じ。）を雇

用するものとする。 

（１）一般枠 



 

  ア 前年度の１０月１日から現年度の９月３０日までに雇用期間の定めがない雇用

契約を事業者と締結し、かつ、パート又はアルバイトでない者 

イ 雇用の日又は非正規労働者を正規労働者として転換した日現在における満年齢

が４０歳未満の者 

ウ 申請日において市内の本社又は事業所に勤務する者 

エ 申請日において市内に住所を有する者 

（２）異動枠 

ア ３年度前の１０月１日から前年度の９月３０日までに雇用期間の定めがない雇

用契約を事業者と締結し、かつ、パート又はアルバイトでない者 

イ 雇用の日又は非正規労働者を正規労働者として転換した日現在における満年齢

が４０歳未満の者 

ウ 前年度の１０月１日から現年度の９月３０日までに市外の事業所からの異動等

によって市内の本社又は事業所に勤務することとなった者 

エ 申請日において市内に住所を有する者 

 （奨励金の額） 

第４条 奨励金の額は、対象労働者１人当たり２５０，０００円とし、１対象事業者当

たり年度ごとに１，０００，０００円を限度とする。 

（奨励金交付申請） 

第５条 奨励対象事業者は、奨励金の交付を受けようとするときは、現年度の３月３

１日までに、上山市産業人材市内誘導奨励金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

（１） 雇用実績書（様式第２号） 

（２） 申請者の市税の未納がないことを証明する書類 

（３） 対象労働者の雇用開始時期を確認できる書類（雇用保険被保険者証等の写し） 

（４） 対象労働者が現在まで６月以上勤務していることを確認できる書類（出勤簿等 

の写し） 

（５） 対象労働者が正規労働者であり、適切に給与の支払いが行われていることを確

認できる書類（賃金台帳等の写し） 

（６） 対象労働者が市内の本社又は事業所に配属された日が確認できる書類。ただし、

第３条第２号の要件に該当する対象労働者について申請する場合に限る。 

（７） 対象労働者の申請日前１月以内に取得した住民票の写し 

（８） 従業員退職事由調書（様式第３号）ただし、前年度の１０月１日から申請日ま

での従業員の変動状況において、減少実績がある場合に限る。 

（９） その他市長が特に指定するもの 

 （現地調査等） 

第６条 市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、その内容について現地調

査等必要な調査を行うことができる。 



 

（奨励金交付決定） 

第７条 市長は、第５条第１項の申請書の提出があったときは、これを審査し、補助金

の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、奨励金の交付の可否を決定したときは、上山市産業人材市内誘導奨励金交

付（不交付）決定通知書兼確定通知書（様式第４号）により通知する。 

 （実績報告） 

第８条 規則第１４条の規定にかかわらず、 第５条第１項の申請書の提出をもって、

同条の規定による実績報告に代えるものとする。 

（奨励金の額の確定通知） 

第９条 規則第１５条の規定にかかわらず、第７条第２項の規定による交付決定通知兼

確定通知をもって、規則第１５条の規定による奨励金の額の確定通知に代えるものと

する。 

 （決定の取消し及び返還） 

第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、奨励金の交付の決

定を取り消し、その旨を上山市産業人材市内誘導奨励金交付決定取消通知書（様式第

５号）により奨励対象事業者に通知し、期限を定めて当該補助金の返還を求めること

ができる。 

（１） 奨励対象事業者が偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 奨励金の交付決定後、交付要件を満たしていない事由が生じたとき。 

（３） 奨励金の交付決定後、６月以内に奨励対象事業者の都合による解雇を行ったと

き。 

（４） 奨励金の交付決定後、６月以内に対象労働者が退職したとき。 

（５） その他前各号に準じるものとして市長が奨励金の交付を適当でないと認めたと

き。 

 （適用除外） 

第１１条 この要綱は、蔵王みはらしの丘企業立地奨励金交付規程（平成２６年告示第 

１０９号）及びかみのやま温泉インター産業団地企業立地奨励金交付要綱（令和５年 

告示第１４２号）に基づく雇用奨励金の交付対象となる事業者については適用しない。 

 （帳簿等の備付） 

第１２条 奨励金交付対象事業者は、対象事業に係る関係書類を事業終了年度の翌年度 

から起算して５年間保存しなければならない。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年１月３１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



 

別表第１（第２条関係） 

 

日本標準産業分類（第１３回改定）上の業種名 

06 総合工事業 

07 職別工事業 

08 設備工事業 

09 食料品製造業 

10 飲料・たばこ・飼料製造業(102酒類製造業を含む、105たばこ製造業を除く。) 

11 繊維工業 

12 木材・木製品製造業（家具を除く。） 

13 家具・装備品製造業（132宗教用具製造業を除く。） 

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 

15 印刷・同関連業 

16 化学工業 

18 プラスチック製品製造業 

19 ゴム製品製造業 

21 窯業・土石製品製造業 

22 鉄鋼業 

23 非鉄金属製造業 

24 金属製品製造業 

25 はん用機械器具製造業 

26 生産用機械器具製造業 

27 業務用機械器具製造業（276武器製造業を除く。） 

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 

29 電気機械器具製造業 

30 情報通信機械器具製造業 

31 輸送用機械器具製造業 

32 その他の製造業 

39 情報サービス業 

44 道路貨物運送業 

47 倉庫業 

52 飲食料品卸売業 

53 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 

75 宿泊業（7511旅館、ホテル業のうち、上山市観光物産協会に加盟しているものに

限る。） 

92 その他の事業サービス業（9294コールセンター業に限る。） 

 



 

別表第２（第２条関係） 

雇用規模 ４０歳未満の従業員の退職者数 

申請日時点の従業員数が 

５０名未満の事業者 
５名 

申請日時点の従業員数が 

５０名以上１００名未満の事業者 
７名 

申請日時点の従業員数が 

１００名以上１５０名未満の事業者 
１０名 

申請日時点の従業員数が 

１５０名以上２００名未満の事業者 
１５名 

申請日時点の従業員数が 

２００名以上の事業者 
２０名 

 

  



 

様式第１号（第５条関係） 

    年  月  日 

 

上山市長  氏    名  様 

 

住所又は所在地         

申請者（奨励対象事業者）名            

代表者氏名         

 

上山市産業人材市内誘導奨励金交付申請書兼実績報告書 

 

上山市産業人材市内誘導奨励金交付の申請に当たり、上山市産業人材市内誘導奨励金

交付要綱第５条の規定により関係書類を添付して申請します。 

また、申請に当たり、上山市が奨励金の交付要件に関する調査を行うことを承諾し、

添付書類欄に掲げる個人情報を提出すること並びに上記調査の実施及び奨励金の交付決

定に必要となるその他個人情報を開示することについて、本人から承諾を得ていること

を報告します。 

記 

＜添付書類＞ 

☐ 雇用実績書（様式第２号） 

☐ 申請者の市税の未納がない証明 

☐ 雇用保険被保険者証等の写し 

☐ 出勤簿等の写し 

☐ 賃金台帳等の写し 

☐ 対象労働者が市内の本社又は事業所に配属された日が確認できる書類 ※異動枠のみ 

☐ 対象労働者の申請日前１月以内に取得した住民票の写し 

☐ 従業員退職事由調書（様式第３号） ※従業員の減少実績がある場合のみ 

☐ その他市長が別に指定するもの 

 

１ 奨励金交付申請額 (C) 
円 

(C) ＝（ (A)＋(B) ）×２５万円 

２ 対象労働者数（市内に勤務し市内に住所を有する者） 
一般枠 (A)  名 

異動枠 (B) 名 

３ 従業員数 

(役員・パート・アルバ

イトを除く。) 

（１）前年度の９月３０日時点の人数 名     

（２）申請日時点の人数 名      

（３）（１）の日から（２）の日までの増減数 増 減 

４ 事業主都合による解雇及びその計画の有無（前年度の１０月１日以降） 有・無 

５ 奨励金交付事務担当者 
職氏名  

連絡先  



 

様式第２号（第５条関係） 

 

雇用実績書 

 

※申請する対象労働者の氏名に下線を引くこと 

番号 氏名 年齢 住所 雇用年月日 
備考（雇用保

険番号） 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

上記のとおり相違ありません。 

 

住所又は所在地         

申請者（奨励対象事業者）名            

代表者氏名         



 

様式第３号（第５条関係） 

 

従業員退職事由調書 

 

退職者氏名 年齢 退職年月日 退職事由 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

   １ 定年退職   ２ 自己都合（４０歳以上） 

３ 自己都合（４０歳未満）   ４ 事業主都合 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

住所又は所在地         

申請者（奨励対象事業者）名            

代表者氏名         



 

様式第４号（第７条関係） 

  年  月  日 

 

住所又は所在地 

申請者（奨励対象事業者）名 

代表者氏名        様 

 

上山市長 氏   名 印 

 

上山市産業人材市内誘導奨励金交付（不交付）決定通知書兼確定通知書 

 

    年  月  日付けで申請がありました  年度における上山市産業人材市内

誘導奨励金交付の交付（不交付）を下記のとおり条件を付して決定しましたので、上山

市産業人材市内誘導奨励金交付要綱第７条第２項の規定により通知します。 

記 

 

１ 決定内容 交付（不交付） 

２ 交付決定額 

（交付の場合のみ記載） 
円 

３ 決定の理由 

（不交付の場合のみ記載） 

 

 

備考 

上山市産業人材市内誘導奨励金の交付については、上山市補助金等の交付並びに適正化に関する

規則及び上山市産業人材市内誘導奨励金交付要綱により、次の条件がありますので、ご留意くださ

い。 

１ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、奨励金の交付の決定を取り消し、期

限を定めて当該奨励金の返還を求めることができる。 

（１） 奨励対象事業者が偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき。 

（２） 奨励金の交付決定後、奨励金の交付要件を満たしていない事由が生じたとき。 

（３） 奨励金の交付決定後、６月以内に奨励対象事業者の都合による解雇を行ったとき。 

（４） 奨励金の交付決定後、６月以内に対象労働者が退職したとき。 

（５） その他前各号に準じるものとして市長が奨励金の交付を適当でないと認めたとき。 

２ 奨励対象事業者は、上山市監査委員の監査を受けることがあるので、交付を受けた年度の４月

１日から起算して５年間は証憑書類等を常に整理保存しなければならない。 



 

様式第５号（第１０条関係） 

  年  月  日 

 

住所又は所在地 

申請者（奨励対象事業者）名 

代表者氏名        様 

 

上山市長 氏   名 印 

 

上山市産業人材市内誘導奨励金交付決定取消通知書 

 

   年  月  日で決定しました上山市産業人材市内誘導奨励金の交付について下

記の理由により交付決定を取り消しましたので、上山市産業人材市内誘導奨励金交付要

綱第１０条の規定により通知します。 

 なお、既に交付しております奨励金については、  年  月  日までに返還して

ください。 

記 

 

１ 取消し理由 

 

２ 交付決定取消額  

 


